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「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事

業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を

確保するための基本的な指針」の一部改正について（通知） 

 

 

 日頃より障害保健福祉行政にご協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 さて、本日付で告示された、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及

び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域

生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針の一部を改正する件

（平成 26 年厚生労働省告示第 231 号）につきまして、別添のとおり定めました

ので、管内市町村等に対して周知徹底を図るとともに、第４期障害福祉計画の

作成に当たりご配慮のほど、よろしくお願い申し上げます。 

  



 

障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業

の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確

保するための基本的な指針の一部改正について（概要） 

 

１ 告示の趣旨 

 障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支

援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑

な実施を確保するための基本的な指針（平成 18年厚生労働省告示第 395 号。

以下「基本指針」という。）は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成 17 年法律 123 号。以下「障害者総合支援法」

という。）第 87 条第１項の規定に基づき、市町村及び都道府県が障害福祉

計画を定めるに当たっての基本的な方針を定めるものである。 

 現行の基本指針は、市町村及び都道府県が平成 24 年度から平成 26 年度

までの第３期障害福祉計画を作成するに当たって即すべき事項を定めてい

るところ。 

 今般、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を

講ずるための関係法律の整備に関する法律(平成 24 年法律第 51 号)の施行

や直近の障害者施策の動向等を踏まえ、都道府県及び市町村が平成 27 年度

から平成 29年度までの第４期障害福祉計画を作成するに当たって都道府県

及び市町村が即すべき事項を定めるものである。 

 

２ 主な改正内容 

（１） 障害者の地域生活の支援のための規定の整備 

  「障害者の地域生活の推進に関する議論の整理」（平成 25 年 10 月 11

日障害者の地域生活の推進に関する検討会取りまとめ）を踏まえ、地域

における障害者の生活支援のために求められる機能を集約した拠点（以

下「地域生活支援拠点」という。）の整備の方向性等を定める。 

 

（２） 相談支援体制の充実・強化に関する規定の整備 

  計画相談支援の利用者数の増加に向けた更なる体制の整備、地域移行

支援及び地域定着支援の体制の整備、協議会における関係者の有機的な

連携の必要性等を定める。 

 

（３） 障害児支援の体制整備に係る規定の整備 

  子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づき、都道府県



及び市町村が作成することとなる子ども・子育て支援計画において、障

害児支援に係る記載がなされる予定であること等を踏まえ、基本指針に

おいても障害児支援の提供体制の確保に関する事項を定める。 

 

（４） 障害福祉計画の作成に係る平成 29 年度の目標設定 

  ① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

   平成 25 年度末時点における施設入所者の 12％以上が平成 29 年度

末までに地域生活へ移行するとともに、平成 29 年度末時点における

福祉施設入所者を、平成 25 年度末時点から４％以上削減することを

基本とする。 

   なお、第４期障害福祉計画における目標の設定に当たり、平成 26

年度末において、第３期障害福祉計画で定めた数値目標が達成され

ないと見込まれる場合は、当該未達成分の割合を平成 29 年度末にお

ける目標値に加えた割合以上を目標値として設定する。 

 

  ② 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

   良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための

指針（平成 26 年厚生労働省告示第 65 号）を踏まえ、都道府県は、

平成 29 年度までの目標として、入院後３ヶ月時点の退院率、入院後

１年時点の退院率及び長期在院者数の減少に関する目標（※）を設

定する。 

なお、入院後３ヶ月時点の退院率及び入院後１年時点の退院率に

ついて、既に実績をあげている都道府県においては、その実績を維

持すること又は更に向上させることを目標とする。 

（※） 

・平成 29 年度における入院後３か月経過時点の退院率を 64％以上 

・平成 29 年度における入院後１年経過時点の退院率を 91％以上 

・平成 29 年６月末時点における長期在院者数を平成 24 年６月末

時点から 18％以上減少 

 

  ③ 地域生活支援拠点等の整備 

   市町村又は各都道府県が定める障害福祉圏域において、平成 29 年

度末までに、障害者の地域での生活を支援する拠点等を少なくとも

一つ整備することを基本とする。 

 

  ④ 福祉施設から一般就労への移行等 



   平成 29 年度中に一般就労への移行者数を平成 24 年度実績の２倍

以上にするとともに、就労移行支援事業の利用者数及び就労移行支

援事業所ごとの就労移行率に関する目標（※）を設定する。 

（※） 

・平成 29 年度末における利用者数を平成 25 年度末から６割以上

増加 

・全体の５割以上の事業所が就労移行率３割以上を達成 

 

（５） 市町村及び都道府県が障害福祉計画に定めるべき事項について、調査、

分析、及び評価を行うことに関する規定の整備 

  障害福祉計画における目標等について、少なくとも年に１回は実績を

把握し、障害者施策や関連施策の動向も踏まえながら分析及び評価を行

い、必要に応じて障害福祉計画の見直しの措置を講じること等を盛り込

む。 

 

 


